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〔輪説〕
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(3 ) 商事法務 1870号45頁以下 (2009)。









































































































レート・ガノ〈ナンス原則J(平成 18・12・15)J二 2・6 商事法務 1790号47
頁 (2007)。
(25) 前掲注(1)月刊監査役 27H。監査役の独立性の問題と係わって，筆者は，監
査役の報酬を個々の株式会社が任用契約の履行として支給するというのではなく，
支給自体は例えば監査役協会という団体自体が一括して各企業から受領した上で，
会員監査役に適切に分配する，あるいははじめから会社と団体とが契約するといっ
た方式も考えられなくはないとの旨を述べたことがある。拙稿「監査役の機能強
化」民事法情報251頁25頁 (2007)。監査人に関しでも，選択肢のーっとして.
同様の制度を考えることもあり得ょう。
(26) 前掲注(1)月刊監査役37頁， 58頁。
(27) したがって，このような考えからは， 3・1(1)に述べた経団連の見解は，実際
に監査役が置かれた立場からはあまりにも酷ないし少なくとも非現実的であると
評価されるべきものとなる。
(28) 前掲注(1)月刊監査役29頁。
(29) 大川博通 r会計監査人の選任決議案の決定権及び監査報酬の決定権限.lJにつ
いて」前掲注(1)月刊軍監査役 56頁。
(30) 前掲注(1)月刊監査役30頁。
(31) 竹内昭夫「監査役制度の改正について」同「会社法の理論nJ 129頁(有斐閣，
1984)。
(32) 原丈人・上村達男「対談公益資本主義は可能かj世界2009年 10月号は，
基本的問題意識は正しいが.rsox法のおかげで管理部門ばかりが肥大化……」
してよろしくないとの趣旨の発言(原)036頁)は，疑問である。それに「世
界でも信じられないくらい厳格な内部統制になった」ことや内部統制に監査証明
を要求すること自体は，間違っているとはいえないと思う。ただし，上村教授が，
「このところ日本の若い会社法学者や経済学者・経営学者のあいだで，アメリカ
流の経済分析をして，社外取締役を入れると株価が上がるとか経営がよくなる証
。 。
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拠があるとかないとかいった議論が盛んにされているのですが，ナンセンスだと
思います」といわれるのは 035頁)，正しいと 4思う。もっとも，そうであるな
ら，まさにそれを問題とする学会には，出席してその場できちんと批判すべきで
ある。なお，比較的最近の文献，字沢弘文・内橋克人「始まっている未来新し
い経済学は可能か.1(岩波書!万， 2009)における内橋克人氏の発言はいつものこ
とながら鋭くかっ「暖かL、」が，株式会社法制度のあり方を考える上でも有益な
示唆を含んでいる。内橋氏はもともとは新聞記者であった。そのような経験もあっ
て，徹底した現場主義者すなわち「実証主義者」である。実証研究といっても，
2009年度私法学会シンポジウムの実証研究とのあまりの違いに驚かされる。「若
い会社法学者」に，内橋氏のような実証研究にぜひ学んでほしいと心より思う。
差し当たり，前掲書についていえば，特に 26頁以下が大切である。
(3) i Jを付けているように，比喰的表現である。従来の拙稿の多くで，このこ
との意味につき， もう少し具体的に述べている。
(34) このことについても，従来の拙稿の多くにおいて，決して十分とはいえないか
もしれないが， もう少し具体的に議論を展開していることを承知おきいただきた
L 、。
(35) 弥永真正「会計監査人の選任議案の内容の決定及び報酬決定を監査役(会)の
権限とすることについて」前掲注(1)月刊監査役51頁。この点自体については，
友永道子氏ほか，複数の有識者懇談会のメンバーが同一見解である。
(36) 弥永・前掲注(35)前縄注(1)月刊監査役54頁。
(37) 拙稿「大規模株式会社における社外役員の在り方と機能」民事法情報 278号
18頁以下 (2009)。
(38) このようにいうと，相当に違和感をもっ人も多いようであるが，それはこれま
での株式会社法制度を当然のこととして，あまりにも馴染み過ぎたせいなのでは
なかろうか。他方で， 2009年度私法学会でシンポジウムにおけるようなガパナ
ンス論にそれほご抵抗感のない若い研究者が増えつつある。深刻な状態のように
恩われる。
[付記] 本側稿の執筆に際しては，第一生命および損保ジャパンから研究助成を受け
た。
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